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岐阜市信用保証協会は、公的な『保証機関』として、中小企業者の健全な育成と資金調達の円滑化を図り、地域

経済の発展に貢献して参りました。  
 令和６年度の年度経営計画に対する実績評価を実施しましたので、以下の通り公表いたします。なお、実績評価

に当たりましては、愛知大学鈴木誠教授、廣瀬英二弁護士により構成される『外部評価委員会』の意見・アドバイ

スを踏まえて作成しております。  
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１．業務環境                                             

 

（１）地域経済及び中小企業の動向 

我が国の経済情勢は、コロナ禍からの正常化が進む一方で、中小企業・小規模事業者（以下、「中小企業」 

という。）を取り巻く経営環境は、コロナ禍の影響が残る中小企業をはじめ、物価高や人手不足、人件費の高

騰の影響を受けるなど、依然として厳しい状況にあります。また、能登半島の地震や大雨など、各地におい

て相次ぐ自然災害の影響を受けている中小企業も存在しています。 

こうした中、岐阜市においては、仕入単価の上昇、人件費増加、従業員不足を経営上の問題点として挙げ 

る企業が依然として多く、加えて物価高騰等の経済環境の変化の影響やその先行きが見通せない等、市内の

中小企業は、多くの問題を抱えている状況にあり、岐阜市の景気は依然として厳しい状況にあります。 

 

（２）中小企業を取り巻く環境 

岐阜市が実施している中小企業景況調査（令和７年１月調査）の結果によれば、業況判断ＤＩは前回調査 

時（令和６年７月）より６．０ポイント回復して▲２１．８となっているが、令和７年１月～６月期見通し

は２．６ポイント悪化する見込みとなっています。 

また、物価高騰に関する調査では、物価高騰の影響を受けている企業は約８割に上り、現時点では受けて 

いないが、今後影響が見込まれる企業の約１割と合わせて約９割となっており、市内中小企業を取り巻く環

境は、物価高騰による経済環境の変化により、厳しい状況にあります。 
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２．事業概況 

 

市内の中小企業が、物価高や人手不足、人件費の高騰の影響を受けるなど、依然として厳しい状況が続く中、 

当協会の令和６年度の保証承諾は、３，１４１件、８１，４４７百万円（対前年度比１９３．９％）で、計画比 

２１６．４％となりました。 

また、保証債務残高は、９，２６８件、１４８，１３０百万円（対前年度比１２８．７％）で、計画比１３０． 

２％となりました。 

一方、代位弁済は１２０件、１，８３８百万円（対前年度比１３２．５％）で、計画比９６．８％となりまし

た。また、実際回収は２３６百万円（対前年度比１２９．４％）で、計画比１０５．３％となりました。 

 

 

令和６年度の保証承諾等の主要業務数値は、以下の通りです。 

項 目 計  画 実  績 計画比 

保 証 承 諾 ３７，６３２百万円  ８１，４４７百万円（１９３．９％） ２１６．４％ 

保 証 債 務 残 高 １１３，７５６百万円 １４８，１３０百万円（１２８．７％） １３０．２％ 

代 位 弁 済 １，９００百万円   １，８３８百万円（１３２．５％） ９６．８％ 

回 収 ２２４百万円     ２３６百万円（１２９．４％） １０５．３％ 

※（  ）内の数値は対前年度比を示します。 
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３．決算概要 

 

年度経営計画に基づき、業務の適正な運営と経営の効率化に努めたが、保証債務平均残高の増加による信用

保険料及び責任準備金の繰り入れ増加により、１９８百万円の収支差額変動準備金を取り崩し、当期収支差額

は０円となりました。  
 

  令和６年度の決算概要（収支計算書）は、以下の通りです。 

経 常 収 入 １，２５１百万円 

経 常 支 出 １，０３９百万円 

経 常 収 支 差 額 ２１２百万円 

経 常 外 収 入 ２，４０７百万円 

経 常 外 支 出 ２，８１７百万円 

経 常 外 収 支 差 額 △４１０百万円 

収 支 差 額 変 動 準 備 金 取 崩 額 １９８百万円 

当 期 収 支 差 額 ０百万円 
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４．重点課題への取り組み状況 

 

令和６年度の重点課題として掲げた主な項目への取り組み状況は、以下の通りです。 

 

（１）借換え支援の継続など資金繰り支援等に対する迅速かつ柔軟な保証審査  
保証承諾額上位５制度は①「創立７５周年ＳＤＧｓ保証」１，７２５件５４，２４４百万円 ②「ぎふ  

 しアシスト短期資金」３７９件１０，９３５百万円 ③「ぎふし経営力強化資金」１３６件３，４８９百

万円 ④「ぎふし伴走支援型特別資金」１１４件２，５０９百万円 ⑤「超長期保証」４１件１，８４０

百万円となっており、利用者の状況に適した制度での利用を推進することができました。  
年間保証承諾額は計画額３７，６３２百万円を大きく上回る８１，４４７百万円となり、物価高や人手  

不足、人件費の高騰等の厳しい経営環境にある市内中小企業の資金繰り支援等に大きく貢献することがで  
きました。  
 

（２）経営者保証に依存しない保証の推進  
全保証承諾件数の９８．３％に当たる３，０６１件、保証承諾額８０，０８２百万円については無担保  

保証であり、全保証承諾件数の１２．１％に当たる３８１件、保証承諾額２２，７８５百万円については  
代表者を保証人としない保証（特定社債、事業承継、スタートアップ創出促進の制度利用分を除く。）とな  
りました。  

  
（３）アフターコロナにおける経営支援・再生支援   
   ゼロゼロ融資利用先や返済緩和先のうち売上減少や今後の事業見通しに課題を抱えている６８企業に対

し、また保証付融資のシェアが高い大口先の事業者２４企業に対し訪問、面談、フォローアップを実施しま

した。  
経営改善の必要性が見受けられる１２企業に対して、中小企業診断士の派遣による経営診断を実施し、 

３企業に対して経営改善計画策定支援を行いました。  
 

（４）経営改善計画を策定した企業について、計画策定後３年間蓄積した決算データを基に、支援実施前後の  
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比較による効果検証を行い、当年度検証対象先は簡易キャッシュフロー１００％、料率区分５０％の割合  
で良化しました。  

また、協会が主体的に経営支援の必要性を検討し、経営改善の必要性が見受けられる２企業に対して、  
岐阜県中小企業活性化協議会へ事前相談シートを提出、うち１件につき収益力改善計画策定支援の決定と  
なりました。  
 

（５）創業支援  
   起業を目指す方を対象に、岐阜市や各種支援機関と連携して「起業家育成スクール」を合計８回開催し、 
  出席者１３名に対して修了証を交付しました。  
   また、前年度に同スクールを修了した６名に対し、中小企業診断士とマンツーマンで個別フォロー相談  

会を開催しました。  
昨年に引き続き、若者の創業機運醸成を目的として、岐阜市立岐阜商業高等学校生がビジネスプランを  

作成する際のメンターとして参加し、高校生が作成したビジネスプランに対しアドバイス、助言等を行い  
ました。  

創業先４６企業に対して、合計３１７百万円の創業者支援資金を取扱い、内３企業、３１百万円をス  
    タートアップ創出促進保証にて取り扱いました。  

女性創業経営支援チーム「スカーレット」は、女性創業者１６企業に対して、訪問・面談を実施し、女  
性ならではの目線で相談、アドバイス等を行いました。  

なお、令和５年度に創業者支援資金を利用した４０企業に対して、フォローアップのため、訪問・面談  
を実施しました。  

                                                    
（６）事業承継支援  

６０歳以上の経営者を対象に、事業承継アンケートを１００企業に実施し、６３企業より回答があり、  
相談希望のあった５企業に対しヒアリングを行い、うち４企業を岐阜県事業承継・引継ぎ支援センターに  
繋ぎました。また、事業承継予定のある２企業に対し、合計９０百万円の事業承継特別保証、または経営  
承継準備関連保証にて取扱い、事業承継支援を実施しました。  

 
（７）再チャレンジ支援  

経営改善が見込まれる２企業に対して、合計７３百万円の事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）  
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を取扱い、総合的支援を実施しました。  

 
（８）初期延滞先、事故報告後における適正な期中管理  

早期延滞管理リスト及び期中管理簿兼事故リストを活用し、初期延滞先、事故報告先に対する適正な期  
中管理を行い、条件変更の対応等により、事故解消並びに代位弁済抑制に努めました。  

 
（９）早期回収の着手  

代位弁済前から現況及び資産状況等の把握に努め、早期着手を徹底しました。有担保債権については、  
任意売却１２件、競売申立１９件実施しました。  
      

（10）個々の保証人の実情に応じた柔軟な対応  
   完済見込みのない保証人に対しては、一部弁済による連帯保証債務免除ガイドライン及び経営者保証ガ  

イドラインの活用により、９件、３百万円の回収に繋がりました。  
    

（11）管理事務停止及び求償権整理の推進  
   管理事務停止については、２４９件、２，１９１百万円実施しました。  
   求償権整理については、１２０件、８１５百万円実施しました。  

 
（12）コンプライアンスの強化  

コンプライアンス課内研修、コンプライアンス担当者会議、コンプライアンス委員会の定期開催など、  
コンプライアンスプログラムを確実に実施し、役職員のコンプライアンスに対する意識の向上と情報の共  
有化を図りました。コンプライアンス態勢を強化するため、コンプライアンスチェックシートのチェック  
機能の強化及びハラスメントの防止に関する細則に基づいた協会の方針についての周知を図りました。事  
業継続計画（ＢＣＰ）及び情報漏洩に関する全体研修では、ビデオ研修や、事例研修を行い、理解を深め  
ることができました。  

また、内部検査等を実施するとともに、改善事項については迅速に対応し、事務リスクの根絶に努めま  
した。  
 

  （13）反社会的勢力等の排除  
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反社会的勢力等情報確認事務マニュアルに沿った事務的対応をし、金融機関、警察、暴力追放推進セン  

ター等の関係機関及び顧問弁護士との連携強化を図り、情報の収集や交換に努めました。また、暴力団排  
除連絡会議等へ積極的に参加し、反社会的勢力排除に対する意識や不正利用防止の取り組みを再認識しま  
した。  
 

（14）人材の育成  
全国信用保証協会連合会等の研修及び関係機関主催の研修・説明会等へ積極的に参加し、人材の育成を  

図りました。また、信用調査検定には３名が合格しました。加えて、課内研修を通じて、部署ごとの業務  
マニュアルをツールとし、業務の明確化・標準化・各人の業務遂行能力の向上を図りました。健康優良企  
業宣言に参画した結果、健康優良企業認定証「銀」を取得しました。  
 

（15）危機管理体制の強化  
防災等に効果的な資料の配布及び事業継続計画（ＢＣＰ）の訓練・周知徹底を行い、災害時等の緊急時  

における危機管理体制の強化に努めました。また、防災訓練を年２回実施し、役職員安否確認訓練も継続  
実施しました。 

 

（16）金融機関や岐阜市、士業との連携強化  
   金融機関との金融情報連絡会議や勉強会の開催、岐阜市役所との制度に関する意見交換会や会議に参加  

し、連携強化に努めました。  
 

（17）広報活動の充実  
当協会の取り組みや保証制度について一層の認知度向上を図るため、ホームページやＣＭ等のメディア  

を活用し、国や関係機関から提供された情報、ＳＤＧｓの取り組み等について効果的な情報発信に努めま  
した。 

 

（18）情報の分析と活用  
新制度や経営者保証非徴求に関する協会保有の情報の分析を行い、保証承諾の傾向や現状分析に努めま  
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した。  
 

（19）デジタル化の推進  
一部の金融機関にて信用保証業務の電子化に係るプラットホーム「信用保証協会電子受付システム」を  

導入し、保証利用の利便性向上を図るとともに事務の効率化に努めました。 

 

（20）ＳＤＧｓの推進  
   「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向けて、岐阜市内の団体にフードドライブを行い社会貢献  
  活動に取り組みました。また、協会周辺の清掃活動・ごみゼロ運動を行い環境保全に取り組み、ＳＤＧｓ  

の推進に努めました。 

 

（21）創立７５周年記念行事の推進  
当協会の存在意義を示すため、協会オリジナルキャラクターを使用したノベルティグッズの配布や、広  

報活動を行い、周年記念行事の推進に努めました。 
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５．外部評価委員会の意見等 

 

市内の中小企業を取り巻く環境は、物価高や人手不足、人件費の高騰等の影響により依然として厳しい状況に

ある中、岐阜市信用保証協会は、国や地方公共団体の施策に即した各種保証制度等を推進した結果、保証承諾件

数、保証承諾額ともに昨年度を上回り、市内の中小企業の金融の円滑化に十分貢献したと言えます。 

 

〔保証業務〕 

   今後も市内の中小企業に対して迅速かつ適正な資金調達を支援するとともに、それぞれの企業の実態やニー

ズを的確に把握し、市内の中小企業の利用者目線に立った金融支援に努めてください。 

 

〔経営支援〕 

ゼロゼロ融資利用先や返済条件緩和先の課題を抱えている企業については、業務改善の可能性を見極め、それ

ぞれの企業に合わせたサポート支援に今後も継続して取り組んでください。また、金融機関、経営支援機関、再

生支援機関等との連携を更に深め、中小企業診断士協会との連携による経営診断や国の経営改善計画支援事業を

活用するなど、引き続き市内の中小企業の経営支援、再生支援等に努めてください。  
一方で、創業者支援を拡充するため、起業家育成スクールの修了者に対して、中小企業診断士との個別相談会

を開催しフォローアップに努めるなど、新たな取り組みを始めており、今後の展開が期待できます。  
また、事業承継の検討が必要となった経営者についても、事業承継・引継ぎ支援センター等関係機関と連携し

て効果的な事業承継に取り組んでください。  
 

〔期中管理〕  
物価高や人手不足、人件費の高騰等の影響により依然として厳しい状況にある中、債務整理手続き等をおこな  
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う中小企業が増加しています。引き続き金融機関との連携強化を図り、岐阜市内の中小企業の現況及び実態を的

確に把握しながら延滞管理に取り組むとともに、今後も個々の企業の実情に応じた適切な条件変更の対応等によ

り、事故及び代位弁済の抑制に努めてください。  
 

〔求償権の回収〕  
新規の代位弁済先に対しては、不動産担保や連帯保証人に頼らない保証の増加により、回収財源の確保が一段

と厳しさを増す中で、回収手続きの早期着手の徹底に努めた結果、実際回収額が前年比１２９．４％に増加した

こと、完済見込みのない求償権保証人に対して、一部弁済による連帯保証債務免除ガイドラインの活用を推進す

るとともに、回収見込みのない求償権に対しては、管理事務停止、求償権整理の推進と多面的な対応が行われて

いることは評価できます。今後は物価高の影響による業績悪化に起因する代位弁済の増加も見込まれることか

ら、引き続き効率性を重視した管理回収及び管理コストを考慮した回収に努めてください。  
 

〔その他間接部門〕  
コンプライアンスプログラムの確実な実施や全体研修を通じ、役職員の意識は高まっていると判断できます。

組織としてのコンプライアンス・ガバナンスの徹底と防止策をはじめとする態勢強化に取り組んでください。ま

た、反社会的勢力との関係遮断には一層の注意を払いつつ、健全な業務運営を通じて信頼の維持に努めてくださ

い。  
人材の育成、危機管理体制の強化、金融機関や岐阜市との連携強化、広報活動の充実、情報の分析と活用、デ

ジタル化の推進、ＳＤＧｓの推進、周年記念行事の推進については、それぞれ対応が行われていることは評価で

きます。その他の間接部門として、引き続き具体的な課題解決に対する方策の着実な実施に努めてください。  
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〔協会収支〕  

   岐阜市内の中小企業の資金繰り支援に大きく貢献できたものの、収支差額変動準備金の取り崩しとなりまし

た。適正な業務運営と経営の効率化により一層経費節減を図り経営基盤の安定化に努めてください。  
 

 


